
 

 

 

 

 

 

 

 

第 26 回、第 27 回金融機能強化審査会説明資料 

 
 

 

 

 

 

令和３年９月２日（木） 
令和３年９月９日（木） 

金  融  庁 



本店所在地

代表者

資本参加額（資本参加時期）

計画実施期間

（金額単位：億円）

店舗数／職員数 117店 ／ 981名 117店 ／ 883名 72店 ／ 698名 72店 ／ 734名

預金（末残） 12,529 ／ 〈79/106位〉 12,724 ／ 〈76/101位〉 9,085 ／ 〈89/106位〉 10,187 ／ 〈83/101位〉

貸出金（末残） 10,209 ／ 〈79/106位〉 10,100 ／ 〈75/101位〉 7,025 ／ 〈87/106位〉 8,367 ／ 〈82/101位〉

純資産額 （うち資本金）

その他有価証券評価差額金

不良債権比率

（金額単位：億円）

業務粗利益

資金利益

役務取引等利益

債券関係損益

経費

コア業務純益

与信関連費用

株式等関係損益

当期純利益

利益剰余金

1．地域銀行（震災特例：2行）の概要

「震災特例」適用 じもとHD：きらやか銀行 じもとHD：仙台銀行

山形県山形市 宮城県仙台市

川越　浩司 鈴木　隆

 ３００億円（H24年12月28日）※同日に本則（200億円、H21年9月資本参加)分を処分 ３００億円（H23年9月30日）

    （本則） 1次：H21.4月～H24.3月、2次：H24.4月～H27.3月※変更：H24.9月まで

    （震災） 2.5次：H24.10月～H27.3月、3次：H27.4月～H30.3月、
               4次：H30.4月～R3.3月
               5次：R3.4月～R6.3月(新経営強化計画)

1次：H23.4月～H27.3月
2次：H27.4月～H30.3月
3次：H30.4月～R3.3月
4次：R3.4月～R6.3月(新経営強化計画)

H30年３月末 R３年３月末 H30年３月末 R３年３月末

自己資本比率 8.56% 8.09% 9.05% 8.34%

672 (227) 647 (242) 500 (224) 533(227)

▲ 13 ▲ 18 25 26

1.59% 2.07% 3.01% 2.80%

H30年３月末 R３年３月末 H30年３月末 R３年３月末

175    120    120    131    

168    151    118    125    

13    15    5    8    

▲ 6    ▲ 71    ▲ 1    ▲ 3    

▲ 152    ▲ 127    ▲ 107    ▲ 103    

15    17    

29    65    15    31    

132    84    123    151    

5    ▲ 1    8    0    

19    ▲ 48    

0    ▲ 32    ▲ 4    ▲ 7    
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きらやか銀行 仙台銀行

事業性 1,451先 ／ 425億円 8,831先 ／ 3,071億円

消費性 0,150先 ／ 019億円 4,594先 ／ 0,247億円

事業性 0,643先 ／ 200億円 0,248先 ／ 0,152億円

消費性 0,104先 ／ 018億円 0,346先 ／ 0,041億円

決定7先 決定68先

成立4件 成立43件

　東日本大震災事業者
　再生支援機構の活用

　個人版私的整理
　ガイドラインの活用

※計数については、平成23年3月（東日本大震災以降）から令和3年3月末までの累計。

2．被災者への信用供与の状況

　被災者向け
　新規融資

　被災者向け
　条件変更

【参考】
1兆100億円 8,367億円

　3/3期の貸出金残高
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3.  東日本大震災から の復興・ 地域の経済の活性化に資する方策【 きら やか銀行】  

旧 計 画  旧計画の総括／今後の改善点  新 計 画 

【 具体的な方策（ 主なも の）】  

1.  本業支援の取組強化策 

①地域経済の中心を担いながら も 、「 本当に本業支援を必要

と し ている先」 へ経営資源を集中する、『 中小企業成長戦

略』 を推進し 、 取引先の資金繰り 安定を図る「 財務の本業

支援」 と 、 取引先の課題解決・ 成長を図るための「 成長の

為の本業支援」 を実施 

②取引先従業員の資産形成など、福利厚生の充実に資する取

組みを実施 

2. 実施体制の整備 

①引き 続きじ も と Ｈ Ｄ に設置し た「 本業支援戦略部」 を中心

に事業コ ーディ ネータ ーによる支援充実を図る 

②コ ンサルティ ング機能を有する「 き ら やかコ ンサルティ ン

グ＆パート ナーズ㈱」 を設立し 、銀行の枠にと ら われない

最適なソ リ ュ ーショ ンを 提供 

③「 本業支援本部」 を新設し 営業戦略の企画立案を一本化す

ると と も に、事業再生支援部門を統合し たこ と により 経営

改善ノ ウハウを 取込みラ イ フ サイ ク ルに合わせた支援体

制を強化 

3. 復興に資する方策 

①仙台銀行と 定期的に情報交換会を実施し 、宮城県内の情報

を一元管理し たう えで、協調融資やビジネスマッ チングを

実施 

②法人営業グループが中心と なっ て、仙台地区店舗における

法人営業担当者と の帯同訪問や新規開拓ト レ ーニーの実

施等により 、 新規創業を 積極的に支援 

4. 経済活性化に資する方策 

①小規模企業や創業間も ない企業の売上増強を サポート す

る本業支援と し て「 日報型コ ンサルティ ング」 に取組み、

専担者による日次アド バイ スを実施し 、定期面談により 目

標達成を支援 

②特に経営改善支援を要すると 判断し た先には、税理士及び

会計士等と も 協同し 、本支店一体と なっ た改善支援及び管

理を実施 

③企業向け人材育成のための体系的なカ リ キュ ラ ムに基づ

く 「 きら やか人材育成プログラ ム」 を 制定し 、 取引先企業

の人材育成に資するセミ ナー等を 提供 

 

 
1． 旧計画の総括 

①成果 

被災し た企業を含めた地元の中小企業へ「 財務の

本業支援」 を 柱と し た独自性のある本業支援の組織

的、 継続的な取組みにより 、 地元の中小企業の財務 

基盤を 安定さ せ、 成長につなげる こ と でお客さ まと

の取引を拡大し た 

 

②課題 

実施から 10 年が経過し 、 また、 2020 年から のコ ロ

ナウイ ルス感染症の影響により 資金繰り は厳し さ を

増し ているこ と から 、 被災企業を 含めた中小企業事

業者の営業キャ ッ シュ フ ロ ー改善に向けた継続的な

本業支援に取り 組んでいく こ と が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

2． 今後の改善点 

グループの強みである「 本業支援」 を 、 Ｓ Ｂ Ｉ グ

ループと の連携を積極的に活用するこ と などで更に

深化さ せ、 多面的な支援に取り 組む 

 

 
【 具体的な方策（ 主なも の）】  

1.  本業支援の取組強化策 

①引き続き「 財務の本業支援」 と「 成長の為の本業支援」 に

より 取引先の営業キャ ッ シュ フ ロー向上に取り 組む 

②経営者の課題認識である「 福利厚生の充実」 を解決するた

めに、「 福利厚生の本業支援」 と し てサブスク 型サービス

の「 ふっ く り パッ ケージ」 を提供 

③「 経営管理の本業支援」 と し てサブスク 型サービスの「 共

に活きるク ラ ブ」 を設立し 、 新たに開発し た「 きら やかア

プリ 」 によるビジネスマッ チング等の情報発信をはじ めと

し たサービスによる伴走支援を 実施 

2.  実施体制の整備 

①引き続き じ も と Ｈ Ｄ に設置し た「 本業支援戦略部」 を 中心

に事業コ ーディ ネータ ーによる支援充実を図る 

②高度化、 多様化するお客さ まのニーズに対応するため「 コ

ンサルティ ンググループ」 を前年より 増員（ 26 名体制、

コ ンサル子会社兼務含む）  

3． 復興に資する方策 

①仙台銀行と 定期的に情報交換会を実施し 、宮城県内の情報

を一元管理し たう えで、 ビジネスマッ チングを実施 

②お客様に提供する情報ツールと し て、当行と 仙台銀行の取

引先から 依頼があっ た事業ニーズの概要を ピ ッ ク アッ プ

し て紹介する「 じ も と Ｈ Ｄ ビジネスマッ チング情報」 を発

行し 、 情報連携を 強化 

4． 経済活性化に資する方策 

①産学官金連携強化の取り 組みと し て山形大学と 連携し 、若

手経営者や後継者、幹部社員を対象と し た「 きら やかマネ

ジメ ント スク ール」 を開講し 、取引先の人材育成支援を実

施 

②特に経営改善支援を要すると 判断し た先（ 指導企業）には、

税理士及び会計士等と も 協同し 、本支店一体と なっ た改善

支援及び管理を実施 

③コ ンサル子会社にＭ＆Ａ 、事業承継、売上増強、経営改善、

人事制度など専任担当者を配置し 、銀行の枠にと ら われな

い取り 組みを実践し ていく  
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3.  東日本大震災から の復興・ 地域の経済の活性化に資する方策【 仙台銀行】  

旧 計 画  旧計画の総括／今後の改善点  新 計 画 

【 具体的な方策（ 主なも の）】  

1.  本業支援の取組強化策 

①業務提携先の活用研修や商談会参加型研修等を通じ て、企

画提案力を向上さ せ、多様化する経営課題に対応できる人

材を育成 

②ビ ジネスマッ チン グやＭ＆Ａ 等の好事例を 行内提供し 本

業支援のノ ウハウの共有と 高度化を図る 

③ビジネスマッ チング情報をリ ニュ ーアルし 、取引先へ継続

的に情報提供を 行う こ と でビジネスマッ チン グの裾野を

更に拡大 

④事業ニーズに応じ て業務提携先等の県内各種相談機関と

外部連携 

2. 実施体制の整備 

①引き続きじ も と Ｈ Ｄ に設置し た「 本業支援戦略部」 を中心

に事業コ ーディ ネータ ーによる支援充実を図る 

②本業支援室に被災企業へのコ ン サルティ ン グ活動を 行う

企画室を統合し 、被災企業の多様な相談等にさ ら にきめ細

やかに対応する体制を構築 

3. 復興に資する方策 

①き ら やか銀行と 定期的に情報交換会を実施し 、宮城県内の

情報を 一元管理し たう えで、協調融資やビジネスマッ チン

グを実施 

②現場訪問を 通じ て支援先の事業計画の進捗状況や計画課

題の把握に継続的に努め、資金繰り や計画改善なども 含め

た様々な相談に対応 

4. 経済活性化に資する方策 

①外部専門家等と 連携し 、取引先への帯同訪問などにより 経

営課題を 把握し 解決に向けて専門的な伴走型の支援を 実

施 

②引き 続き 中小企業再生支援協議会等と 連携し た事業再生

計画の策定支援、 外部機関と の連携によるＤ Ｄ Ｓ の実施、

再生フ ァ ンド や「 個人版私的整理ガイ ド ラ イ ン」 の活用促

進 

③創業期企業への本業支援を通じ て、新たな産業の育成など

に取組み地域経済の活性化を図る 

 
1． 旧計画の総括 

①成果 

 体制整備や円滑な信用供与に向けた取組みを計画

どおり に実施、 特に、 コ ア戦略の推進によ り 、 事業

債務者数および中小企業向け融資残高は大き く 増加

し 、 地方創生に大き く 貢献し たも のと 評価 

 

②課題 

被災者の販路拡大・ 原材料高騰・ 人材確保への対

応と いっ た本業支援が引き 続き 課題と なっ ている ほ

か、 新型コ ロナウイ ルス感染症の影響を 受けている

事業者への本業支援が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

2． 今後の改善点 

被災者はも ち ろ んのこ と 、 新型コ ロナウイ ルス感

染症による影響先への支援に注力し 、 個々の取引先

に対する最適な本業支援メ ニュ ーの提供を 目指し 、

営業店・ 本部がミ ーティ ン グを 実施するこ と で、 本

業支援サイ ク ルを確立 

 

 

 
【 具体的な方策（ 主なも の）】  

1.  本業支援の取組強化策 

①当行の取引の中核と なる取引先を定め、本業支援による課

題解決・ 複合取引の拡大によ り 取引の深化を 図る と と も

に、 新規・ 創業先を含む取引先のシェ アアッ プ、 ラ ンク ア

ッ プを図るこ と で顧客基盤強化を目指す 

②取引先の経営課題や事業ニーズを聞き 取り する「 本業支援

ヒ アリ ング」 に加え、 営業店・ 本部が一体と なり 個々の取

引先に対する最適な本業支援メ ニュ ーを協議する「 本業支

援ミ ーティ ング」 を実施 

2． 実施体制の整備 

①引き 続きじ も と Ｈ Ｄ に設置し た「 本業支援戦略部」 を中心

に事業コ ーディ ネータ ーによる支援充実を図る 

②「 新型コ ロナウイ ルス感染症対策地元企業支援チーム」 を

設置し 、 支援実施 

3． 復興に資する方策 

①き ら やか銀行と 定期的に情報交換会を実施し 、宮城県内の

情報を一元管理し たう えで、ビジネスマッ チングなどを 実

施 

②お客様に提供する情報ツールと し て、当行と 仙台銀行の取

引先から 依頼があっ た事業ニーズの概要を ピ ッ ク アッ プ

し て紹介する「 じ も と Ｈ Ｄ ビジネスマッ チング情報」 を 発

行し 、 情報連携を 強化 

4． 経済活性化に資する方策 

①ク ラ ウド 型の経営支援プ ラ ッ ト フ ォ ーム「 Sendai  Bi g 

Advance」 のサービス提供を 開始し 、 経営に役立つ様々な

ツールを提供するこ と で、取引先の更なる事業拡大や効率

化を サポート  

②当行 100%出資による子会社仙台銀キャ ピタ ル＆コ ンサル

ティ ングを設立し 、 事業承継や M&A、 人材紹介等、 こ れま

で以上に踏み込んだ経営支援を実施 

③地元活性化応援ローンの取り 扱いを開始し 、事業計画策定

支援等の各種コ ンサルティ ングサービスを提供 
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4．地域銀行（本則：6行）の概要

本店所在地

代表者

資本参加額（資本参加時期）

計画実施期間

（金額単位：億円）

店舗数／職員数 98店 ／ 1,376名

預金（末残） 18,120 ／ 〈68/106位〉

貸出金（末残） 12,765 ／ 〈72/106位〉

純資産額 （うち資本金）

その他有価証券評価差額金

不良債権比率

（金額単位：億円）

業務粗利益

資金利益

役務取引等利益

債券関係損益

経費

コア業務純益

与信関連費用

株式等関係損益

当期純利益

利益剰余金

(注）旧第三銀行は、令和3年5月1日に旧三重銀行と合併し、三十三銀行となっており、令和3年3月期の計数は旧第三銀行・旧三重銀行の合算

315    1,102    

50    99    

▲ 42    ▲ 108    

14    80    

80    104    

2.61% 2.19%

R３年３月末
(注)

42    95    

29    23    

375    

279    510    

37,166／〈40/100位〉

13,404／〈70/101位〉 28,113／〈40/100位〉

2,366（527）

134 283

三十三FG：三十三銀行

三重県四日市市

岩間　弘　　渡辺　三憲

300億円（H21年9月30日）

1次：H21.4月～H24.3月
2次：H24.4月～H27.3月
3次：H27.4月～H30.3月
4次：H30.4月～R3.3月
5次：R 3.4月～R6.3月(新経営強化計画)

R３年３月末

96店／1,299名 171店／2,539名

19,060／〈64/101位〉

8.99% 8.33%

1,166(374)

203    

▲ 199    ▲ 387    

176    190    

▲ 0    ▲ 7    

8    15    

18    11    

▲ 5    ▲ 15    

▲ 139    ▲ 124    

24    31    

157    140    

147    135    

21    22    

57 57

1.17% 0.98%

H30年３月末 R３年３月末

8,119／〈84/106位〉 8,748／〈79/101位〉

10.98% 10.59%

581 (125) 587 (125)

H30年３月末 R３年３月末

1次：H21.10月～H24.3月
2次：H24.4月～H27.3月
3次：H27.4月～H30.3月
4次：H30.4月～R3.3月
5次：R 3.4月～R6.3月(新経営強化計画)

83店／832名 86店／652名

12,457／〈81/106位〉 13,480／〈75/101位〉

16    

▲ 205    

50    

▲ 15    

43    

199    

0    

H30年３月末

221    

33    

256    

H30年３月末

2.25%

203

8.16%

1,131 (374)

「本則」適用

自己資本比率 

フィデアHD：北都銀行

秋田県秋田市

伊藤　新

100億円（H22年3月31日）

（旧第三） （旧第三・旧三重合算）
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4．地域銀行（本則：6行）の概要

本店所在地

代表者

資本参加額（資本参加時期）

計画実施期間

（金額単位：億円）

店舗数／職員数 94店 ／ 1,311名 94店 ／ 1,299名 94店 ／ 1,518名 94店 ／ 1,392名

預金（末残） 19,531 ／ 〈64/106位〉 21,100 ／ 〈61/101位〉 19,528 ／ 〈65/106位〉 21,053 ／ 〈63/101位〉

貸出金（末残） 15,269 ／ 〈66/106位〉 17,212 ／ 〈62/101位〉 14,107 ／ 〈68/106位〉 15,054 ／ 〈67/101位〉

純資産額 （うち資本金）

その他有価証券評価差額金

不良債権比率

（金額単位：億円）

業務粗利益

資金利益

役務取引等利益

債券関係損益

経費

コア業務純益

与信関連費用

株式等関係損益

当期純利益

利益剰余金

26    19    

209    168    

▲ 4    ▲ 13    

10    ▲ 1    

22    20    

▲ 33    

250    

59    71    

1.28% 1.43%

▲ 43    

▲ 227    ▲ 200    

H30年３月末 R３年３月末

253    227    

263    

H30年３月末 R３年３月末

8.12% 7.70%

894 (369) 856 (369)

12 11

110    23    

683    661    

105    53    

▲ 30    ▲ 41    

33    12    

18    22    

35    2    

▲ 213    ▲ 198    

H30年３月末 R３年３月末

354    254    

268    228    

1,535 (386) 1,325 (386)

123 80

2.82% 2.61%

H30年３月末 R３年３月末

「本則」適用

群馬県前橋市

11.58% 10.51%

東和銀行

1次：H21.4月～H24.3月
2次：H24.4月～H27.3月
3次：H27.4月～H30.3月
4次：H30.4月～R3.3月
5次：R 3.4月～R6.3月(新経営強化計画)

1次：H21.10月～H24.3月
2次：H24.4月～H27.3月
3次：H27.4月～H30.3月
4次：H30.4月～R3.3月
5次：R 3.4月～R6.3月(新経営強化計画)

自己資本比率 

みちのく銀行

江原　洋

150億円（H21年12月28日）

青森県青森市

藤澤　貴之

200億円（H21年9月30日）
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4．地域銀行（本則：6行）の概要

本店所在地

代表者

資本参加額（資本参加時期）

計画実施期間

（金額単位：億円）

店舗数／職員数 72店 ／ 852名 72店 ／ 767名 52店 ／ 628名 53店 ／ 630名

預金（末残） 9,207 ／ 〈88/106位〉 10,086 ／ 〈84/101位〉 6,341 ／ 〈96/106位〉 7,016 ／ 〈92/101位〉

貸出金（末残） 6,951 ／ 〈88/106位〉 7,502 ／ 〈84/101位〉 4,755 ／ 〈97/106位〉 5,224 ／ 〈93/101位〉

純資産額 （うち資本金）

その他有価証券評価差額金

不良債権比率

（金額単位：億円）

業務粗利益

資金利益

役務取引等利益

債券関係損益

経費

コア業務純益

与信関連費用

株式等関係損益

当期純利益

利益剰余金 227    247    153    176    

16    7    12    11    

1    15    13    7    

1    ▲ 20    ▲ 14    ▲ 2    

24    26    18    9    

▲ 120    ▲ 112    ▲ 77    ▲ 82    

▲ 2    ▲ 8    ▲ 0    ▲ 0    

3    3    ▲ 0    ▲ 2    

143    134    96    94    

141    130    95    92    

H30年３月末 R３年３月末

4.11% 3.86% 3.23% 1.96%

10.22% 9.60%

66 61 64 51

691 (195) 702 （195） 462 (122) 469 (122)

H30年３月末 R３年３月末

高知銀行 宮崎太陽銀行

高知県高知市 宮崎県宮崎市

1次：H21.10月～H24.3月
2次：H24.4月～H27.3月
3次：H27.4月～H30.3月
4次：H30.4月～R3.3月
5次：R3.4月～R6.3月(新経営強化計画)

1次：H21.10月～H24.3月
2次：H24.4月～H27.3月
3次：H27.4月～H30.3月
4次：H30.4月～R3.3月
5次：R 3.4月～R6.3月(新経営強化計画)

H30年３月末 R３年３月末

9.65% 9.43%

H30年３月末 R３年３月末

「本則」適用

自己資本比率 

海治　勝彦 林田　洋二

150億円（H21年12月28日） 130億円（H22年3月31日）
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① 収益性の目標（ コ ア業務純益）
　 　   ※策定基準： 計画の終期において達成すべき 目標が、 計画の始期の水準を 上回る 水準である こ と 。

計画値 実績( 始期) 上　 期 通　 期 上　 期 通　 期 上　 期 通期( 終期) 始期比

北都 コ ア業務純益 24 24 31 18 33 13 26 16 32 ＋0. 3

三十三 コ ア業務純益
( 注)

－ － 99 16 43 27 58 41 100 ＋0. 0

みちのく コ ア業務純益 59 63 71 25 47 28 55 36 72 ＋0. 8

東和 コ ア業務純益 105 106 53 20 40 19 39 25 53 ＋0. 4

高知 コ ア業務純益 24 24 26 11 21 11 23 13 26 ＋0. 3

宮崎太陽 コ ア業務純益 18 18 9 4 9 4 9 6 12 ＋3. 0

( 注） 旧第三銀行は、 令和3年5月1日に旧三重銀行と 合併し 、 三十三銀行と なっ ており 、 令和3年3月期の計数は旧第三銀行・ 旧三重銀行の合算

（ 単位： 億円）

旧計画の始期

3年3月期 4年3月期( 計画)

5． 新経営強化計画（ R3年4月～6年3月） の概要

( 1)  経営改善の目標

6年3月期( 計画)5年3月期( 計画)
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　 　  ※策定基準： 計画の終期において達成すべき 目標が、 計画の始期の水準を 下回る 水準である こ と 。

計画値 実績( 始期) 上　 期 通　 期 上　 期 通　 期 上　 期 通期( 終期) 始期比

経費
（ 機械化関連費用除く ）

118 116 110 55 110 54 103 49 99 ▲ 11

業務粗利益 157 159 140 72 144 72 143 71 141 +0

業務粗利益経費率 74. 82 73. 21 78. 59 76. 57 76. 38 75. 64 71. 93 69. 58 69. 91 ▲ 8. 68

経費
（ 機械化関連費用除く ）

( 注)
- - 327 168 326 152 300 142 277 ▲49

業務粗利益
( 注)

- - 510 242 470 224 446 227 467 ▲43

業務粗利益経費率
( 注)

- - 59. 50 69. 63 69. 45 68. 16 67. 37 62. 31 59. 48 ▲0. 02

経費
（ 機械化関連費用除く ）

182 181 161 81 161 80 157 79 155 ▲ 6

業務粗利益 253 259 227 113 221 114 223 120 237 ＋10

業務粗利益経費率 71. 96 70. 02 70. 99 72. 26 73. 01 70. 19 70. 37 65. 49 65. 32 ▲ 5. 67

経費
（ 機械化関連費用除く ）

189 183 175 92 183 94 184 93 182 ＋7

業務粗利益 354 343 254 125 248 125 249 134 267 ＋13

業務粗利益経費率 53. 49 53. 48 68. 84 73. 86 73. 84 74. 83 73. 64 69. 43 68. 09 ▲0. 75

経費
（ 機械化関連費用除く ）

103 105 97 49 99 49 98 49 97 ▲0

業務粗利益 141 150 130 69 139 69 138 70 139 ＋9

業務粗利益経費率 73. 00 70. 03 74. 79 70. 67 71. 04 71. 43 70. 78 70. 07 70. 02 ＋4. 77

経費
（ 機械化関連費用除く ）

63 65 64 31 63 31 62 31 62 ▲1

業務粗利益 95 100 92 45 91 45 90 46 93 ＋0

業務粗利益経費率 66. 26 65. 57 69. 44 69. 11 69. 11 69. 01 69. 02 66. 93 66. 93 ▲2. 51

( 注） 旧第三銀行は、 令和3年5月1日に旧三重銀行と 合併し 、 三十三銀行と なっ ており 、 令和3年3月期の計数は旧第三銀行・ 旧三重銀行の合算

6年3月期( 計画)

東和

② 効率性の目標（ 業務粗利益経費率）

みちのく

高知

※ 業務粗利益経費率 = 経費( 機械化関連費用を 除く )  ÷ 業務粗利益

5年3月期( 計画)4年3月期( 計画)

北都

宮崎太陽

（ 単位： 億円、 ％）

旧計画の始期

三十三

3年3月期
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計画値 実績( 始期) 終　 期 始期比

貸出残高 2, 902 2, 986 3, 531 3, 532 3, 534 3, 536 3, 538 3, 539 3, 541 +10

総資産( 末残) 13, 409 13, 699 15, 561 15, 562 15, 527 15, 532 15, 451 15, 450 15, 332 ▲228

貸出比率 21. 64 21. 79 22. 69 22. 70 22. 76 22. 77 22. 90 22. 91 23. 09 +0. 40

貸出残高
( 注)

- - 13, 135 13, 160 13, 185 13, 210 13, 235 13, 260 13, 285 ＋150

総資産( 末残)
( 注)

- - 42, 904 41, 941 41, 765 42, 267 42, 169 42, 010 41, 610 ▲1, 294

貸出比率
( 注)

- - 30. 61 31. 37 31. 57 31. 27 31. 38 31. 56 31. 92 ＋1. 31

貸出残高 5, 106 5, 356 5, 315 5, 362 5, 376 5, 388 5, 398 5, 438 5, 449 ＋134

総資産( 末残) 21, 187 22, 107 23, 575 23, 784 23, 744 23, 646 23, 569 24, 122 23, 863 ＋288

貸出比率 24. 10 24. 23 22. 54 22. 54 22. 64 22. 78 22. 90 22. 54 22. 83 ＋0. 29

貸出残高 7, 120 7, 660 8, 018 8, 048 8, 078 8, 153 8, 228 8, 308 8, 388 ＋370

総資産( 末残) 23, 273 24, 072 25, 438 25, 526 25, 574 25, 772 25, 818 26, 023 26, 078 ＋640

貸出比率 30. 59 31. 82 31. 52 31. 52 31. 58 31. 63 31. 86 31. 92 32. 16 ＋0. 64

貸出残高 3, 956 4, 003 4, 565 4, 567 4, 570 4, 572 4, 575 4, 577 4, 580 ＋15

総資産( 末残) 11, 038 11, 012 12, 338 12, 059 11, 991 11, 822 11, 769 11, 782 11, 774 ▲564

貸出比率 35. 84 36. 35 37. 00 37. 87 38. 11 38. 67 38. 87 38. 84 38. 89 ＋1. 89

貸出残高 2, 529 2, 934 3, 051 3, 071 3, 101 3, 121 3, 171 3, 206 3, 271 ＋220

総資産( 末残) 6, 851 7, 381 8, 280 8, 322 7, 660 7, 712 7, 764 7, 816 7, 868 ▲412

貸出比率 36. 91 39. 75 36. 84 36. 90 40. 48 40. 46 40. 84 41. 01 41. 57 ＋4. 73

(注）旧第三銀行は、令和3年5月1日に旧三重銀行と合併し、三十三銀行となっており、令和3年3月期の計数は旧第三銀行・旧三重銀行の合算

高知

北都

宮崎太陽

( 2)  中小規模事業者等に対する 信用供与の円滑化の目標

（ 単位： 億円、 ％）

旧計画の始期

3年3月末

3年9月末

① 中小規模事業者等向け貸出の残高及び比率
　 　 　 ※策定基準： 毎年9月末、 3月末における中小規模事業者等向け貸出比率の水準が、 計画始期の水準と 同等、 または、 それを上回るこ と 。

※ 中小規模事業者等向け貸出比率 = 中小規模事業者等向け貸出残高 ÷ 総資産（ 末残）

三十三

4年3月末

東和

5年3月末

6年3月末（ 計画）

4年9月末 5年9月末

みちのく
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計画値 実績( 始期) 終　 期 始期比

経営改善支援先数 1, 060 1, 070 1, 370 1, 385 1, 392 1, 401 1, 408 1, 419 1, 429 +59

取引先総数 7, 152 7, 180 7, 831 7, 856 7, 881 7, 906 7, 931 7, 956 7, 981 +150

経営改善支援先割合 14. 82 14. 90 17. 49 17. 62 17. 66 17. 72 17. 75 17. 83 17. 90 +0. 41

経営改善支援先数
( 注1)

- - 1, 603 1, 608 1, 610 1, 615 1, 615 1, 620 1, 630 +27

取引先総数
( 注1)

- - 19, 936 19, 946 19, 956 19, 966 19, 976 19, 986 20, 006 ＋70

経営改善支援先割合
( 注1)

- - 8. 04 8. 06 8. 06 8. 08 8. 08 8. 10 8. 14 +0. 10

経営改善支援先数
( 注2)

595 845 842  .
　 ⇒985

1, 014 1, 045 1, 076 1, 107 1, 145 1, 176 ＋191

取引先総数 8, 445 8, 801 8, 242 8, 275 8, 308 8, 340 8, 371 8, 405 8, 434 ＋192

経営改善支援先割合
( 注2)

7. 05 9. 60 10. 22  .
　 ⇒11. 95

12. 25 12. 58 12. 90 13. 22 13. 62 13. 94 ＋1. 99

経営改善支援先数 4, 447 4, 740 8, 170 8, 190 8, 190 8, 200 8, 200 8, 210 8, 260 +90

取引先総数 15, 931 16, 531 16, 681 16, 700 16, 700 16, 700 16, 700 16, 700 16, 700 ＋19

経営改善支援先割合 27. 91 28. 67 48. 97 49. 04 49. 04 49. 10 49. 10 49. 16 49. 46 +0. 49

経営改善支援先数 422 452 535 537 545 552 560 572 584 ＋49

取引先総数 8, 916 9, 036 9, 098 9, 100 9, 105 9, 115 9, 120 9, 125 9, 130 ＋32

経営改善支援先割合 4. 73 5. 00 5. 88 5. 90 5. 99 6. 06 6. 14 6. 27 6. 40 ＋0. 52

経営改善支援先数 70 95 95 108 108 114 114 120 120 ＋25

取引先総数 9, 826 9, 975 9, 653 9, 666 9, 679 9, 692 9, 705 9, 718 9, 731 ＋78

経営改善支援先割合 0. 71 0. 95 0. 98 1. 11 1. 11 1. 17 1. 17 1. 23 1. 23 ＋0. 25

( 注1） 旧第三銀行は、 令和3年5月1日に旧三重銀行と 合併し 、 三十三銀行と なっ ており 、 令和3年3月期の計数は旧第三銀行・ 旧三重銀行の合算

( 注2)  みちのく 銀行では、 本計画での戦略を踏まえ、 創業・ 新事業開拓支援について、 創業２ 年目以降の計画再策定や再策定に伴う 金融支援を追加するなどの基準の変更を実施。

（ 単位： 先、 ％）

東和

② 経営改善支援先割合

3年9月末

宮崎太陽

( 2)  中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化の目標

5年9月末5年3月末

6年3月末（ 計画）3年3月末

旧計画の始期

北都

　 　 　 ※策定基準： 毎年9月末、 3月末における経営改善支援先割合の水準が、 計画始期の水準と 同等、 または、 それを 上回るこ と 。

4年3月末

※ 経営改善支援先割合 = 経営改善支援先数 ÷ 取引先総数

4年9月末

高知

みちのく

三十三
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6. 「 ( 1)  経営改善」 及び「 ( 2)  中小規模事業者に対する信用供与の円滑化等」 のための方策【 北都銀行】  

旧 計 画（ H30/4～R3/3）   旧計画の総括／今後の改善点  新 計 画（ R3/4～R6/3）  

1. 数値目標について 

・ 経営改善の目標 
 

H30/3 月期(始期)  
R3/3 月期(終期)  

計画 始期比 

コア業務純益 

( 百万円)  
2, 402 2, 460 ＋58 

業務粗利益経費率 

( ％)  
74. 82 73. 21 ▲1. 61 

 

・ 中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化の目標 
 

H30/3 月期(始期)  
R3/3 月期(終期)  

計画 始期比 

中小規模事業者等向

け貸出残高( 億円)  
2, 902 2, 986 ＋84 

中小規模事業者等向

け貸出比率( ％)  
21. 64 21. 79 ＋0. 15 

経営改善支援先割合 

( ％)  
14. 82 14. 90 ＋0. 08 

 

2. 上記計画を 達成するための方策( 主なも の)  

①お客さ ま本位の徹底 

( 1) 「 一万先訪問活動」 の徹底と 浸透による 顧客と の接点

強化 

( 2)  事業性評価活動を通じ たコ ンサルティ ング強化 

( 3)  法個一体営業の強化 

( 4)  中小企業の経営力向上へ向けた支援 

( 5)  効率的な店舗ネッ ト ワーク の再構築 

②経営基盤の強化 

( 1)  強固な有価証券ポート フ ォ リ オの構築 

( 2)  働き 方改革の推進 

( 3)  営業店事務の省力化 

( 4)  自己資本比率の安定的向上 

( 5)  収益管理態勢高度化への取組み 

③地域貢献力の向上 

 ( 1)  風力発電事業の地域産業化 

( 2)  シニアが活き 活き と する地域づく り  

( 3)  ６ 次産業化による地域農業の活性化 

( 4)  地域観光資源を活用し たイ ンバウンド 促進 

 
1. 旧計画の総括 

①数値目標について 

 コ ア業務純益については、 役務取引等利益が計画

を下回っ たも のの、 経費削減が計画を 上回っ たこ と

から 計画達成 

業務粗利益経費率については、 役務取引等利益が

計画を下回っ たこ と に加え、 国債等債券関係損益が

減少し たこ と 等により 計画未達 

中小規模事業者等向け貸出残高・ 比率及び経営改

善支援先割合については、 県内事業者と のリ レ ーシ

ョ ン深化等により 計画達成 

②成果 

顧客と の接点強化活動やコ ロナ禍における積極的

な事業者支援等により 金融仲介機能の発揮には相応

の成果 

風力発電を中心と し た県内再生エネルギー事業の

支援や秋田版 CCRC事業の主導等により 地域に貢献 

③課題 

 資金利益が減少傾向である中、 役務取引等利益の

底上げが必要であり 、 特に法人コ ンサルティ ング営

業の強化が課題 

 また、 より 効率的な経営資源の活用や経費削減の

継続的な実施による筋肉質な経営基盤の構築が必要 

 

 

 

2. 今後の改善点 

法個一体営業を 強化し 、 法人ソ リ ュ ーショ ンニー

ズと 法人オーナー層の資金運用ニーズへワンスト ッ

プで対応する態勢を構築し 、 本部及び外部専門人材

を活用する等、 適切かつタ イ ムリ ーな提案およ びサ

ービス提供に注力 

エリ ア・ セグメ ント 戦略の徹底による経営資源効

率化を図り 、 営業店事務の合理化や店舗統廃合効果

の抽出により 筋肉質な経営基盤を構築 

 

 
1. 数値目標について 

・ 経営改善の目標 
 

R3/3 月期(始期)  
R6/3 月期(終期)  

計画 始期比 

コア業務純益 

( 百万円)  
3, 199 3, 230 ＋31 

業務粗利益経費率 

（ ％) 
78. 59 69. 91 ▲8. 68 

 

・ 中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化の目標 
 

R3/3 月期(始期)  
R6/3 月期(終期)  

計画 始期比 

中小規模事業者等向

け貸出残高(億円)  
3, 531 3, 541 ＋10 

中小規模事業者等向

け貸出比率(％)  
22. 69 23. 09 ＋0. 40 

経営改善支援先割合

( ％)  
17. 49 17. 90 ＋0. 41 

 

 

2. 上記計画を 達成するための方策( 主なも の)  

①お客さ ま本位の徹底 

( 1)  エリ ア・ セグメ ント 戦略の徹底と 浸透によるお客様支

援力の極大化 

( 2)  事業性評価ミ ーティ ン グの強化によ る 事業性評価活

動の実効性向上 

( 3)  法個一体営業の組織風土化と 担い手の育成 

( 4)  中小企業の経営力向上に向けた支援 

②経営基盤の強化 

( 1)  営業店事務の省力化や統合戦略による効率化の追求 

( 2)  強固な有価証券ポート フ ォ リ オの構築 

( 3)  収益管理態勢の高度化 

( 4)  夢の銀行づく り プロジェ ク ト  

③地域貢献力の向上 

( 1)  北都グリ ーンアク ショ ンの実践（ 脱炭素化社会の実現

に向けての取組み）  

( 2)  質の高いソ リ ュ ーショ ン の提供によ る 秋田県内企業

の成長に寄与する積極的な支援 

( 3)  自治体と 連携し た街づく り 支援 
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6. 「 ( 1)  経営改善」 及び「 ( 2)  中小規模事業者に対する信用供与の円滑化等」 のための方策【 三十三銀行】  

旧 計 画（ H30/4～R3/3）   旧計画の総括／今後の改善点  新 計 画（ R3/4～R6/3）  

1. 数値目標について 

・ 経営改善の目標 
 

H30/3 月期(始期)  
R3/3 月期( 終期)  

計画 始期比 

コア業務純益 

( 百万円)  
5, 082 6, 409 ＋1, 327 

業務粗利益経費率 

( ％)  
65. 13 63. 08 ▲2. 05 

 

・ 中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化の目標 
 

H30/3 月期(始期)  
R3/3 月期( 終期)  

計画 始期比 

中小規模事業者等向

け貸出残高( 億円)  
6, 374 6, 524 ＋150 

中小規模事業者等向

け貸出比率( ％)  
31. 42 31. 69 ＋0. 27 

経営改善支援先割合 

( ％) （ ※）  
3. 79⇒4. 98 6. 02 ＋1. 04 

（ ※） 始期の水準は、 創業・ 新事業開拓支援について、 創業時の支援のみなら ず、 創業・ 第２ 創業

後５ 年までの融資支援先も含めるなどの基準の変更を行い経営改善支援先を計上 

 

2. 上記計画を 達成するための方策( 主なも の)  

①リ レーショ ンの構築と ソ リ ュ ーショ ンの提供 

( 1)  事業性評価に基づく 融資や本業支援の強化 

( 2)  経営改善計画策定先等のミ ド ルリ スク 先への経営改

善支援 

( 3)  三重県中南部地域活性化推進プロジェ ク ト への取組 

②経営の効率化・ 最適化 

( 1)  三重銀行と の経営統合や営業戦略を 踏ま えた効率的

で強力な営業体制の構築 

( 2)  将来的な合併を 踏ま えた店舗ネッ ト ワーク の最適化

や店舗の効率化 

③人材力の強化 

( 1)  高いコ ンサルティ ング力を有する人材育成 

( 2)  預り 資産の販売や融資推進に関する研修の充実 

( 3)  働き 方の改革等による組織の活性化 

④内部管理態勢の強化と 地域社会への貢献 

( 1)  コ ンプラ イ アンス態勢の強化 

（ 2） CSRの取組強化 

 
1. 旧計画の総括 

①数値目標について 

 コ ア業務純益については、 貸出金利回り の低下に

より 資金利益が計画を 下回っ たこ と 等から 計画未達 

 業務粗利益経費率については、 計画外の合併・ シ

ステム統合関連費用が発生し たも のの、 国債等債券

損益が計画を 上回っ たこ と から 計画達成 

中小規模事業者等向け貸出残高・ 比率及び経営改

善支援先割合については、 担保・ 保証に必要以上に

依存し ない融資や、 新型コ ロナウイ ルス関連融資、

経営相談等に取り 組んだこ と から 計画達成 

②成果 

 事業性評価に基づく 融資に取組んだ結果、 中小規

模事業者等向け貸出金について、 始期比 597 億円増

加し たほか、 ソ リ ュ ーショ ン営業体制等の強化によ

り 、 リ レ ーショ ンシート 活用先に対するビジネスマ

ッ チングや事業承継支援などの成約実績はR3/3月期

381 件と 始期水準（ 90 件） を上回る実績を計上 

③課題 

 新型コ ロナウイ ルスの影響により 地域の事業者の

売上不振や雇用等の経営課題が顕在化・ 深刻化し て

いる中、こ れら の課題解決を支援し 、事業者の再生・

成長に積極的に取り 組むこ と が責務と 認識 

また、 三重銀行と の統合効果による経費削減が限

定的な取組みと なっ ていたこ と などを 認識 

 

 

2. 今後の改善点 

ポスト コ ロナを 見据え、 人材育成を 図り ながら 、

事業者の経営改善、 事業再生、 本業支援等のニーズ

や経営課題解決に資する質の高いソ リ ュ ーショ ン提

供力を強化 

また、 合併のスケールメ リ ッ ト 訴求による経費削

減や BPRの推進などを 通じ 、銀行全体のコ スト 削減・

経営効率化を図ると と も に、 こ う し た取組みから 創

出さ れる人材の最適配置を通じ て人件費削減を図る 

 

 
1. 数値目標について 

・ 経営改善の目標 
 R3/3 月期(始期)  

(※)  

R6/3 月期(終期)  

計画 始期比 

コア業務純益 

( 百万円)  
9, 994 10, 000 ＋6 

業務粗利益経費率 

（ ％)  
59. 50 59. 48 ▲0. 02 

 

・ 中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化の目標 
 R3/3 月期( 始期)  

( ※)  

R6/3 月期(終期)  

計画 始期比 

中小規模事業者等向

け貸出残高( 億円)  
13, 135 13, 285 ＋150 

中小規模事業者等向

け貸出比率( ％)  
30. 61 31. 92 ＋1. 31 

経営改善支援先割合

( ％)  
8. 04 8. 14 ＋0. 10 

（ ※） 旧第三銀行は、 令和 3 年 5 月 1 日に旧三重銀行と 合併し 、 三十三銀行と なっており 、 令和 3

年 3 月期の計数は旧第三銀行・ 旧三重銀行の合算 

 

2. 上記計画を達成するための方策( 主なも の)  

【 合併シナジーを最大限発揮し 金融仲介機能を 一層強化】  

①リ レーショ ン＆ソ リ ュ ーショ ンの深化 

( 1)  リ レ ーショ ン 強化によ る 顧客基盤の拡充と 顧客起点

のコ ンサルティ ング機能の発揮 

( 2)  顧客のラ イ フ ステ ージや経営課題に対応し た質の高

いソ リ ュ ーショ ン提供 

( 3)  ニュ ーノ ーマルを 見据えた事業継続のための迅速な

金融支援と 経営改善、 事業再生などの本業支援等を実施 

②経営の効率化・ 最適化 

( 1)  合併によ り 重複する 店舗の統合によ る 店舗ネッ ト ワ

ーク の最適化 

( 2)  デジタ ル化の推進による業務効率化 

( 3)  店舗再編や本部スリ ム化によ り 創出さ れる 人材を 営

業支援・ デジタ ル部門等へ最適配置 

③強固な経営基盤の確立 

( 1)  実効的なガバナン スの実践によ る グループ内組織の

合理化・ 効率化 

( 2)  高度なビジネススキルを有する人材の育成 

( 3)  リ スク マネジメ ント の高度化 
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6. 「 ( 1)  経営改善」 及び「 ( 2)  中小規模事業者に対する信用供与の円滑化等」 のための方策【 みちのく 銀行】  

旧 計 画（ H30/4～R3/3）   旧計画の総括／今後の改善点  新 計 画（ R4/4～R6/3）  

1. 数値目標について 

・ 経営改善の目標 
 

H30/3 月期(始期)  
R3/3 月期(終期)  

計画 始期比 

コア業務純益 

( 百万円)  
5, 994 6, 345 ＋351 

業務粗利益経費率 

( ％)  
71. 96 70. 02 ▲1. 94 

 

・ 中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化の目標 
 

H30/3 月期(始期)  
R3/3 月期(終期)  

計画 始期比 

中小規模事業者等向

け貸出残高( 億円)  
5, 106 5, 356 ＋250 

中小規模事業者等向

け貸出比率( ％)  
24. 10 24. 23 ＋0. 13 

経営改善支援先割合 

( ％)  
7. 05 9. 60 ＋2. 55 

 

 

2. 上記計画を 達成するための方策( 主なも の)  

①創業から 事業再生まで一貫し た支援体制の構築 

( 1)  創業・ 新事業支援を 強化する ため、「 創業支援室」 を

新設（ H30 年 4 月）  

( 2)  セグメ ント 別営業の再構築を行う こ と で、 ミ ド ルリ ス

ク 層に対する支援体制を強化 

( 3)  事業承継に係る課題解決のため、 業務提携先と 連携の

強化等のサポート 体制を構築 

( 4)  営業利益改善支援活動（ 戦略ミ ーティ ングを軸と し た

法人営業、 法人ソ リ ュ ーショ ンサービスの拡充など）  

( 5)  みちのく サービサーの設立 

②ラ イ フ プラ ン実現に向けたコ ンサルティ ングの実践 

専門的知識・ スキルを持っ たスタ ッ フ を 70 名以上配置、

休日営業拠点を５ ヶ 所から 16 ヶ 所に拡充 

③デジタ ル技術を通じ た業務効率化と 店舗の統廃合 

( 1)  新システム導入により 、 従来型業務を 15％削減 

( 2)  戦略的な出店と 店舗の統廃合を実施 

④Ｋ Ｐ Ｉ （ 経営改善の目標を 達成するための評価指標）  

主要戦略に基づいた施策の効果を評価するＫ Ｐ Ｉ を設定 

 
1. 旧計画の総括 

①数値目標について 

コ ア業務純益については、 経費削減が計画を 上回

っ たこ と 等から 計画達成 

業務粗利益経費率については、 役務取引等利益が

計画を下回っ たこ と 等から 計画未達 

中小規模事業者等向け貸出残高については、 中央

資本によ るＭ＆Ａ に伴う 大口返済等から 計画未達。

また、 同比率については、 コ ロナ給付金の流入等に

より 総資産が増加し たこ と から 計画未達 

経営改善支援先割合については、 コ ンサルティ ン

グ営業の強化に取り 組んだこ と 等から 計画を達成 

②成果 

( 1)  みちのく サービサーによる事業再生支援、専門

人材を配置し た地区本部の設置、休日営業拠点の

開設等により お客様（ 法人・ 個人） の多様なニー

ズに応じ た支援体制及びチャ ネルの拡充 

( 2)  店舗網・ 店舗外Ａ Ｔ Ｍの適正化を 図り 、 創出 

し た人員の営業部門への再配置 

③課題 

( 1)  コ ン サルティ ン グ営業体制をベースと し た、  

金融仲介機能の発揮と 収益力強化の両立 

( 2)  法人部門と 個人部門の一層の連携や、 個社別 

取引方針等に基づく 、顧客ニーズに応じ た提案の

強化 

 

 

 

2. 今後の改善点 

法人から 従業員まであら ゆるニーズに対応するた

め、 法人営業・ 個人営業連携の一層の強化を図り 、

法人を 起点と し た総合的な営業を展開する こ と で提

案の質の向上と 提案数の増加を図る と と も に、 金融

取引方針ミ ーテ ィ ン グによ る 個社別方針等に基づ

き 、 提案活動の強化を図る 

 

 

 
1. 数値目標について 

・ 経営改善の目標 
 

R3/3 月期(始期)  
R6/3 月期(終期)  

計画 始期比 

コア業務純益 

( 百万円)  
7, 117 7, 205 ＋88 

業務粗利益経費率 

（ ％) 
70. 99 65. 32 ▲5. 67 

 

・ 中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化の目標 
 

R3/3 月期(始期)  
R6/3 月期(終期)  

計画 始期比 

中小規模事業者等向

け貸出残高(億円)  
5, 315 5, 449 ＋134 

中小規模事業者等向

け貸出比率(％)  
22. 54 22. 83 ＋0. 29 

経営改善支援先割合

( ％) （ ※）  
10. 22⇒11. 95 13. 94 ＋1. 99 

（ ※） 創業・ 新事業開拓支援について、 創業２ 年目以降の計画再策定や再策定に伴う 金融支援を追

加するなどの基準の変更を実施。  

 

2. 上記計画を 達成するための方策( 主なも の)  

①地域に寄り 添っ たコ ンサルティ ング営業の展開 

( 1)  法人・ 個人営業担当者及び地区本部の連携強化による

最適提案への取組み 

( 2)  資産運用コ ン サルテ ィ ン グ及び事業承継の専門職員

を地区本部に配置し 、 スピーディ かつきめ細かな支援に

取組む 

( 3)  銀行アプリ や通帳レス口座の提案や、 ネッ ト バンキン

グ等の非来店型サービスの促進など、 デジタ ル技術の活

用により 顧客利便性の向上と 窓口業務スリ ム化の両立 

②生産性向上と 経営資源の最適配賦によ る持続的成長の実

現 

( 1)  窓口業務を中心に効率化を進め、 重点分野への人員シ

フ ト を実施（ 260 名を削減すると と も に、 90 名を法人・

個人コ ンサル等の重点分野に配置）  

( 2)  グループ（ リ ース、 保証、 カ ード 、 サービサー） の連

携を強化し 、 顧客への最適な金融機能提供に取組む 
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6. 「 ( 1)  経営改善」 及び「 ( 2)  中小規模事業者に対する信用供与の円滑化等」 のための方策【 東和銀行】  

旧 計 画（ H30/4～R3/3）   旧計画の総括／今後の改善点  新 計 画（ R3/4～R6/3）  

1. 数値目標について 

・ 経営改善の目標 
 

H30/3 月期( 始期)  
R3/3 月期( 終期)  

計画 始期比 

コア業務純益 

( 百万円)  
10, 563 10, 603 ＋40 

業務粗利益経費率 

（ ％) 
53. 49 53. 48 ▲0. 01 

 

・ 中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化の目標 
 

H30/3 月期(始期)  
R3/3 月期( 終期)  

計画 始期比 

中小規模事業者等向

け貸出残高( 億円)  
7, 120 7, 660 ＋540 

中小規模事業者等向

け貸出比率( ％)  
30. 59 31. 82 ＋1. 23 

経営改善支援先割合

( ％)  
27. 91 28. 67 ＋0. 76 

 

2. 上記計画を 達成するための方策( 主なも の)  

①本業支援 

( 1)  ゆう ち ょ 銀行と の地域経済活性化フ ァ ン ド を 活用し

たエク イ ティ 性資金の供与 

( 2)  リ レバン推進部お客様応接室の機能を強化し 、 ビジネ

スマッ チングや提案活動を 強化 

( 3)  リ レバン推進部にコ ンサルティ ング室を新設し 、 事業

承継・ Ｍ＆Ａ など専門性の高い支援業務の強化を図る 

( 4)  経営者保証ガイ ド ラ イ ンの積極適用 

②経営改善支援・ 事業再生支援 

( 1)  ミ ド ルリ スク 層の事業内容を理解し た上で、 短期継続

融資やリ フ ァ イ ナンスと いっ た手段を活用 

( 2)  審査管理部企業支援室の機能強化 

③資産形成支援 

( 1)  外部専門機関と の協働によ る 顧客本位の投信業務プ

ロジェ ク ト  

( 2)  資産形成プロモータ ーの養成 

④Ｋ Ｐ Ｉ （ 重要業績評価指標） の設定 

「 Ｔ Ｏ ＷＡ お客様応援活動」 の強化・ 深化に向けた諸施

策の実効性の担保と 進捗度合いの計測のため、 Ｋ Ｐ Ｉ を 設

定 

 
1. 旧計画の総括 

①数値目標について 

 コ ア業務純益については、 貸出金利低下の影響等

により 資金利益が減少し たこ と や、 最終年度に計画

し ていた貸出債権売却を 実施し なかっ たこ と などか

ら 計画未達 

 業務粗利益経費率については、 経費削減は計画を

達成し たも のの、 業務粗利益は資金利益やその他業

務利益が減少し 計画を下回っ たこ と から 計画未達 

中小規模事業者等向け貸出残高については、 資金

需要の創出やリ レーショ ンの構築に取り 組んだこ と

に加え、 コ ロ ナ禍の事業者への積極的な資金供給に

努めたこ と から 計画達成。 一方、 同比率については、

預金の増加等を要因と し た総資産の増加により 計画

未達 

経営改善支援先割合については、 お客様応援活動

や担保・ 保証に過度に依存し ない融資促進等に取り

組んだこ と から 計画達成 

②成果 

 お客様応援活動による顧客の本業支援に全行的・

継続的に取り 組み、 生産性向上等の経営課題の解決

に向けた「 ご提案活動」 は目標を大幅に上回っ て達

成（ 目標 1, 000 件に対し て実績 1, 949 件成約）  

③課題 

 コ ロナ禍の中小事業者が資金繰り の心配をせずに

本業に専念できる環境を 整備し 、 事業の維持・ 拡大

や事業変革・ 再構築の支援に取り 組むこ と が課題 

 

 

2. 今後の改善点 

お客様応援活動の一層の強化・ 深化に取り 組み、

顧客が資金繰り の心配なく 本業に専念でき る環境作

り を行う 「 真の資金繰り 支援」 及び「 本業支援」「 経

営改善・ 事業再生支援」「 資産形成支援」 を組織的・

継続的に実践し 、 地域経済活性化と 当行の収益力の

向上を図る 

 

 
1. 数値目標について 

・ 経営改善の目標 
 

R3/3 月期(始期)  
R6/3 月期(終期)  

計画 始期比 

コア業務純益 

(百万円) 
5, 332 5, 377 ＋45 

業務粗利益経費率 

（ ％) 
68. 84 68. 09 ▲0. 75 

 

・ 中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化の目標 
 

R3/3 月期(始期)  
R6/3 月期(終期)  

計画 始期比 

中小規模事業者等向

け貸出残高(億円)  
8, 018 8, 388 ＋370 

中小規模事業者等向

け貸出比率(％) 
31. 52 32. 16 ＋0. 64 

経営改善支援先割合

( ％)  
48. 97 49. 46 ＋0. 49 

 

2. 上記計画を達成するための方策( 主なも の)  

①真の資金繰り 支援 

( 1)  年間資金繰り 表の作成を 通じ てキャ ッ シュ フ ロ ーや

事業内容を把握し 、 経営課題やニーズを顧客と 共有 

( 2)  短期継続融資やリ フ ァ イ ナンス、 リ スケジュ ールを含

む融資実行及び資本性資金の活用による財務面の支援 

( 3)  顧客のＰ /Ｌ 改善、 経営課題解決のための本業支援 

②本業支援 

( 1)  リ レ バン 推進部コ ン サルティ ン グ室を コ ン サルテ ィ

ング部へ改組し 、 事業継続・ 事業拡大・ 事業変革を支援 

( 2)  Ｓ Ｂ Ｉ グループと の戦略的業務提携を活用し たデジタ

ラ イ ゼーショ ン及びＤ Ｘ 支援を推進 

③経営改善・ 事業再生支援 

( 1)  審査管理部企業支援室の拡充 

( 2)  東和 SBI お客様応援フ ァ ンド や政府系金融機関と の連

携による資本性資金の活用 

④ 資産形成支援 

( 1)  顧客起点の投信営業（「 長期」「 分散」「 積立」 を基本） 

( 2)  東和銀行 SBI マネープラ ザにおける専門的アド バイ ス 

( 3)  資産形成プロモータ ーを中核店舗に集約し 、 資産形成

支援を分業化（ アド バイ ススキルの共有・ 向上も 志向）  
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6. 「 ( 1)  経営改善」 及び「 ( 2)  中小規模事業者に対する信用供与の円滑化等」 のための方策【 高知銀行】  

旧 計 画（ H30/4～R3/3）   旧計画の総括／今後の改善点  新 計 画（ R3/4～R6/3）  

1. 数値目標について 

・ 経営改善の目標 
 

H30/3 月期(始期)  
R3/3 月期( 終期)  

計画 始期比 

コ ア業務純益 

( 百万円)  
2, 418 2, 423 ＋5 

業務粗利益経費率 

（ ％)  
73. 00 70. 03 ▲2. 97 

 

・ 中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化の目標 
 

H30/3 月期( 始期)  
R3/3 月期( 終期)  

計画 始期比 

中小規模事業者等向

け貸出残高( 億円)  
3, 956 4, 003 ＋47 

中小規模事業者等向

け貸出比率( ％)  
35. 84 36. 35 ＋0. 51 

経営改善支援先割合

( ％)  
4. 73 5. 00 ＋0. 27 

 

2. 上記計画を達成するための方策( 主なも の)  

①Ｂ Ｐ Ｒ 効果の最大化と 営業基盤の強化 

( 1)  Ｂ Ｐ Ｒ により 事務負担を軽減さ せ、 創出さ れる時間・

力を営業活動の質と 量の向上に充て、 営業人員を増強 

( 2)  業務効率化を 目的と し た顧客情報管理システムの高

度化や、 行内データ ベースの統合管理などの更なるＩ Ｔ

化促進の検討 

②事業性評価に基づく 融資の増強 

( 1)  取引先ごと の課題に応じ たコ ンサルティ ングや、 ソ リ

ュ ーショ ン提供のためのプラ ッ ト フ ォ ームの構築 

( 2)  顧客セグメ ン テーショ ンに基づく ソ リ ュ ーショ ン や

融資等の提案による付加価値を提供 

( 3)  課題解決に向けたプロセスに対する独自ベン チマー

ク の設定と 営業店の業績評価への反映 

③個人取引の強化 

ラ イ フ ステージに応じ た金融商品の提供 

④顧客接点の拡大と 店舗間連携の強化 

営業区域の特性に応じ た店舗機能への特化 

 
1. 旧計画の総括 

①数値目標について 

コ ア業務純益については、 貸出金利回り が低下し

たこ と で資金利益が減少し たも のの、 経費削減によ

り 計画達成 

業務粗利益経費率については、 資金利益、 役務取

引等利益、 その他業務利益のいずれも 計画を下回っ

たこ と から 計画未達 

中小規模事業者等向け貸出残高・ 比率及び経営改

善支援先割合については、 資金需要や各種相談にき

め細かく 対応するなどリ レーショ ンの強化に取り 組

んだこ と 、 外部機関等と の連携により コ ンサルティ

ング機能の強化を図っ たこ と などから 計画達成 

 

②成果 

Ｂ Ｐ Ｒ 効果による営業活動の質と 量の向上や付加

価値提供のプラッ ト フ ォ ームの構築による本業支援

活動の充実化などにより 、 貸出金平残は計画始期を

587 億円上回る 7, 300 億円と なっ た 

 

③課題 

将来を見据えた地域が抱える重要課題の一つであ

る生産性の向上の改善に貢献するため、 今まで以上

に顧客の立場に立っ た商品、 ソ リ ュ ーショ ンの提案

を通じ た地域経済活性化等に資する取組みの強化が

課題 

 

 

2. 今後の改善点 

地域で必要と さ れるニーズを的確に捉え、 発掘し

たニーズへ的確に対応し ていく ための取組みを強化

するこ と に加え、 コ ロナによる経済活動等の変化に

対応するため、 ウィ ズコ ロナ・ アフ タ ーコ ロナを見

据えた方策を採り 入れ、 地域の面的な価値向上を下

支えする方策を推進 

 

 
1. 数値目標について 

・ 経営改善の目標 
 

R3/3 月期( 始期)  
R6/3 月期( 終期)  

計画 始期比 

コ ア業務純益 

( 百万円)  
2, 632 2, 664 ＋32 

業務粗利益経費率 

（ ％)  
74. 79 70. 02 ▲4. 77 

 

・ 中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化の目標 
 

R3/3 月期( 始期)  
R6/3 月期( 終期)  

計画 始期比 

中小規模事業者等向

け貸出残高( 億円)  
4, 565 4, 580 ＋15 

中小規模事業者等向

け貸出比率( ％)  
37. 00 38. 89 ＋1. 89 

経営改善支援先割合

( ％)  
5. 88 6. 40 ＋0. 52 

 

2. 上記計画を達成するための方策( 主なも の)  

①本業サポート の強化（ 法人向け施策）  

顧客セグメ ンテーショ ンの精細化を行う と と も に、高度な

専門知識や営業力を有するビジネスアド バイ ザー（ 本部職

員） を 高知県内の各エリ ア統括店舗に配置し 、 伴走型の融

資・ 本業支援を強化 

こ れにより 、中小企業向け貸出残高の増加や同利回り の維

持、 資本の棄損防止、 ビジネスマッ チング手数料収入等の役

務収益の増強を図る 

 

②暮ら し サポート の強化（ 個人向け施策）  

ラ イ フ ステージ等に応じ た顧客ニーズに適っ たＤ Ｍ・ Ｓ Ｎ

Ｓ 等の広告を実施。 また、 高知市内の各ブロッ ク 統括店舗に

シニアマネーアド バイザーを配置し 、リ テール専門の営業を

担う マネーアド バイ ザーのスキルを向上・ 最大発揮さ せると

と も に、 非対面取引の拡充や‘ f ace t o f ace’ 営業態勢の向

上を図るこ と で顧客と のリ レ ーショ ンを強化するこ と によ

り 、 住宅・ 消費性ローンや預かり 資産販売等の強化を図る 
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6. 「 ( 1)  経営改善」 及び「 ( 2)  中小規模事業者に対する信用供与の円滑化等」 のための方策【 宮崎太陽銀行】  

旧 計 画（ H30/4～R3/3）   旧計画の総括／今後の改善点  新 計 画（ R3/4～R6/3）  

1. 数値目標について 

・ 経営改善の目標 
 

H30/3 月期(始期)  
R3/3 月期(終期)  

計画 始期比 

コア業務純益(百万円) 1, 811 1, 824 ＋13 

業務粗利益経費率（ ％)  66. 26 65. 57 ▲0. 69 

・ 中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化の目標 
 

H30/3 月期(始期)  
R3/3 月期( 終期)  

計画 始期比 

中小規模事業者等向け貸出

残高(億円) 
2, 529 2, 934 ＋405 

中小規模事業者等向け貸出

比率(％) 
36. 91 39. 75 ＋2. 84 

※経営改善支援先割合(％)  16. 62⇒0. 71 0. 95 ＋0. 24 

※始期の水準は、 各支援に対する計上基準を厳格化し 、 顧客価値の提供にかかる実効性の測定が難

し いもの、 プロセスにしか過ぎないも の等を廃止と いっ た基準の変更を行い経営改善支援先を計上 

＜参考: たいよう KPI ＞ 
 

H30/3 月期(始期)  
R3/3 月期(終期)  

計画 始期比 

地元中小貸出金利息

( 百万円) 
3, 561 4, 452 ＋891 

1 人あたり の地元中小

貸出金利息（ 百万円）  
6. 582 9. 657 ＋3. 075 

地元中小貸出残高（ 億円） 2, 320 2, 777 ＋457 

 

2. 上記計画を 達成するための方策( 主なも の)  

①フ ァ イ ナン ス以外での価値あるサービ ス提供に有用なお

客さ ま自身の事業運営課題認識の収集 

( 1)  事業内容の情報に基づいた融資関連情報以外のサービ

ス提供 

( 2)  事業運営上の課題認識をデータ ベース化し 、 事業性評

価手法と し て資金供給や本業支援等に多面的に活用 

②販路開拓支援における潜在的な排除の克服 

( 1)  「 本業サポート Wi th」 による販路開拓支援を開始 

( 2)  隣県第二地銀と 販路開拓支援の業務フ ロー・ 専用デー

タ ベースシステムの共同化を 行う 業務提携 

③地域経済活性化に向けた経営資源の傾斜配分 

預り 資産や個人ローン推進の本部集中化 

④ビジネスモデル変革に不足するイ ンフ ラ 整備 

有用情報収集対応データ ベースシステム整備 

 1. 旧計画の総括 

①数値目標について 

コ ア業務純益及び業務粗利益経費率については、

低利であるコ ロ ナ関連の制度融資に対応し たこ と に

より 資金利益が計画を下回っ たこ と 、 及び各種手数

料の無料化や減免に取り 組んだこ と によ り 役務取引

等利益が計画を下回っ たこ と 等から 計画未達 

中小規模事業者等向け貸出残高については、 コ ロ

ナ禍での資金繰り 支援に努めたこ と 等によ り 計画達

成。 一方で同比率は、 コ ロ ナ関連補助金や貸出金の

滞留によ る預金の増加等に伴い総資産が計画を上回

っ たこ と から 計画未達 

経営改善支援先割合については、 創業・ 新事業開

拓を始めと し た各分野の支援に努めたこ と により 計

画達成 

 

②成果 

「 顧客価値提供の大方針」（ 旧「 営業推進の大方

針」） に基づき、 短期的な収益や業容の向上を 追求せ

ず、顧客価値の提供に繋がるサービスに注力。計画 2

年目までは中小企業向け貸出の利回り 低下幅が縮小 

 

③課題 

計画最終年度は、 コ ロナの影響から 制度融資に対

する顧客ニーズに対応し たため、 顧客価値に裏付け

ら れた質の高い貸出を計画通り に積み上げるには至

ら ず、 貸出利回り が低下 

 また、 顧客の事業運営上の課題に対する改善支援

が不足 

 

2. 今後の改善点 

顧客価値の提供に資する ツ ール（ 本業サポート

Wi t h、 有用情報、 商流情報） を 活用する こ と で、 フ

ァ イ ナン スにと どまら ない顧客の事業運営上の支援

に注力。 こ れにより 、 顧客と のリ レ ーショ ンの深化

を図り 、 質の高い融資に繋げるこ と で持続可能なビ

ジネスモデルの確立を実現 

 

 

1. 数値目標について 

・ 経営改善の目標 
 

R3/3月期( 始期)  
R6/3 月期(終期)  

計画 始期比 

コア業務純益(百万円)  990 1, 298 ＋308 

業務粗利益経費率（ ％)  69. 44 66. 93 ▲2. 51 

・ 中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化の目標 
 

R3/3月期(始期) 
R6/3 月期(終期)  

計画 始期比 

中小規模事業者等向け

貸出残高( 億円)  
3, 051 3, 271 ＋220 

中小規模事業者等向け

貸出比率( ％)  
36. 84 41. 57 ＋4. 73 

経営改善支援先割合( ％)  0. 98 1. 23 ＋0. 25 

＜参考: たいよう KPI ＞ 
 

R3/3月期(始期) 
R6/3 月期(終期)  

計画 始期比 

地元中小貸出金利息 

(百万円) 
4, 195 4, 756 ＋561 

 

2. 上記計画を 達成するための方策( 主なも の)  

①ビジネスコ ンサルタ ント 化に向けた土台作り  

( 1)  顧客の商流を 加味し た事業性理解と ニーズの把握 

( 2)  質・ 量と も に充実し た商流情報データ ベースの構築 

②事業運営改善支援による顧客価値の提供 

( 1)  販路開拓支援業務の深化 

本業サポート Wi t hの対象先を 拡大（ TBMSを吸収）。 本業

サポート Wi t hで培っ た商品・ サービ スを 深掘り する 力や

販売力、 提案力をTBMS先にも 応用 

( 2)  有用情報に対するレスポンス 

フ ァ イ ナンスにと どまら ない事業運営上の課題を 収集

し 、 本部・ 営業店が一体と なり 、 かつ外部機関・ 人材と

の連携し ながら 改善を支援 

( 3)  事業性評価（ 商流情報） に基づく 取組方針の策定 

顧客へのヒ アリ ング依存によ るソ リ ュ ーショ ン のアイ

デア探し から 、 商流情報データ ベースを 最大限活用し 行

員自ら がアイ デアを見つけ出す姿勢への転換を図り 、 顧

客へ新たなソ リ ュ ーショ ンを提供 

 

17



 

7. 責任ある経営体制の確立に関する 事項【 北都銀行】  

旧 計 画 
 

新 計 画 

1. 監査又は監督体制の強化 

○銀行持株会社と し て北都銀行の経営監督を 行う フ ィ デアＨ Ｄ は、「 監督」 と「 執行」

を 分離し た指名委員会等設置会社と し 、 透明性の高いガバナンス態勢を構築 

〇北都銀行は、 監査等委員会設置会社と し 、 取締役４ 名（ う ち社外取締役３ 名） か

ら 構成さ れる 監査等委員会が、 取締役及び執行役員の職務執行の監査・ 監督を 実

施 

〇フ ィ デアＨ Ｄ 及び北都銀行の取締役会が、 経営強化計画の進捗状況を 四半期毎に

レ ビ ュ ー 

 

2. リ スク 管理 

○主要なリ スク カ テゴリ ーについてはフ ィ デアＨ Ｄ にリ スク 管理機能を 集約し 、 北

都銀行はＨ Ｄ と 連携し てリ スク 管理を 実施 

〇フ ィ デアＨ Ｄ 統一のク レ ジッ ト リ ミ ッ ト 設定等によ り 信用集中リ スク 管理や「 自

己資本の額」 による 大口与信先管理等、 信用リ スク を フ ィ デアＨ Ｄ 全体で管理 

 

3. 法令遵守 

○「 法令遵守」 を 経営の最重要課題と し て位置付け、 コ ンプ ラ イ アンス部門担当役

員を 委員長と する コ ンプ ラ イ アン ス会議を四半期毎に開催し 、 コ ンプラ イ アン ス

態勢の強化を 図る  

 

4. 経営に関する 評価の客観性の確保 

○指名委員会等設置会社であるフ ィ デアＨ Ｄ は社外取締役と し て、 公認会計士、 弁

護士、 経験豊富な経営者各１ 名と 大手金融機関等での役員経験者等３ 名の計６ 名

を 選任し 、 経営に対する 客観性と 透明性を 確保 

 〇北都銀行の社外取締役には、 弁護士や経営経験豊富な 地元経営者等５ 名を 選任

し 、 経営監視機能の客観性を 確保 

 

5. 情報開示の充実 

○地域密着型金融の推進等を 通じ た地域の活性化へ向けた取組みや地域貢献活動等

について、 ディ スク ロ ージャ ー誌やホームページ等で開示 

〇取引先に対し て、 最近の取組みや決算内容等についての説明会を 開催 

 

6. 持株会社における体制 

 〇フ ィ デア Ｈ Ｄ にグループ の運営方針の統括と グループ 会社管理全般を 担当する

経営統括グループを 設置し 、 グループ長を 含めて子銀行業務を 兼務し ない者を配

置し 、 北都銀行の経営管理を 適切に行う 体制を 構築 

 

 

 
1. 監査又は監督体制の強化 

○銀行持株会社と し て北都銀行の経営監督を 行う フ ィ デアＨ Ｄ は、「 監督」 と 「 執

行」 を分離し た指名委員会等設置会社と し 、 透明性の高いガバナンス態勢を 構築 

〇北都銀行は、 監査等委員会設置会社と し 、 取締役３ 名（ う ち 社外取締役２ 名） か

ら 構成さ れる監査等委員会が、 取締役及び執行役員の職務執行の監査・ 監督を 実

施 

〇フ ィ デアＨ Ｄ 及び北都銀行の取締役会が、経営強化計画の進捗状況を 四半期毎に

レ ビュ ー 

 

2. リ スク 管理 

○主要なリ スク カ テゴリ ーについてはフ ィ デアＨ Ｄ にリ スク 管理機能を 集約し 、北

都銀行はＨ Ｄ と 連携し てリ スク 管理を 実施 

〇フ ィ デアＨ Ｄ 統一のク レ ジッ ト リ ミ ッ ト 設定等により 信用集中リ スク 管理や「 自

己資本の額」 によ る 大口与信先管理等、 信用リ スク を フ ィ デアＨ Ｄ 全体で管理 

 

3. 法令遵守 

 ○「 法令遵守」 を 経営の最重要課題と し て位置付け、 フ ィ デアＨ Ｄ のＣ Ｃ Ｏ（ 最高

コ ンプラ イ アン ス責任者）を 議長と する コ ンプラ イ アン ス会議を 四半期毎に開催

し 、 コ ン プラ イ アン ス態勢の強化を 図る  

 

4. 経営に関する 評価の客観性の確保 

 ○指名委員会等設置会社である フ ィ デアＨ Ｄ は社外取締役と し て、公認会計士、弁

護士、地方行政の経験者、日本銀行の支店長経験者各１ 名と 大手金融機関等での

役員経験者等４ 名の計８ 名を 選任し 、 経営に対する客観性と 透明性を 確保 

 〇北都銀行の社外取締役には、 弁護士や経営経験豊富な地元経営者等４ 名を 選任

し 、 経営監視機能の客観性を 確保 

 

5. 情報開示の充実 

 ○地域密着型金融の推進等を 通じ た地域の活性化へ向けた取組みや地域貢献活動

等について、 ディ スク ロージャ ー誌やホームページ等で開示 

〇取引先に対し て、 最近の取組みや決算内容等についての説明会を 開催 

 

6. 持株会社における体制 

 〇フ ィ デアＨ Ｄ にグループ の業務運営の統括と グループ会社管理全般を 担当する

経営統括グループを 設置し 、グループ 長を 含めて子銀行業務を 兼務し ない者を 配

置し 、 北都銀行の経営管理を 適切に行う 体制を 構築 
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7. 責任ある経営体制の確立に関する 事項【 三十三銀行】  

旧 計 画 
 

新 計 画 

1. 監査又は監督体制の強化 

○Ｈ 27 年６ 月に監査等委員設置会社へ移行。 監査等委員である 取締役３ 名のう ち 社

外取締役２ 名は、 会社法上の権限（ 業務監査権限、 経営評価権限等） を 有し 、 業

務執行者に対する監査・ 監督機能を 発揮 

 〇頭取を 委員長と し 取締役を 中心に構成する「 リ スク 管理委員会」 において経営強

化計画の進捗管理を ３ ヶ 月毎に実施し 、 適切な計画実施を 確保 

 

2. リ スク 管理 

○上述の「 リ スク 管理委員会」 を 、 毎月１ 回及び必要が生じ た場合に開催し 、 リ ス

ク 全体を モニタ リ ン グのう え管理 

○経営改善計画策定先に対し て、 リ レ ーショ ンを 強化し 、 経営改善支援等コ ン サル

ティ ン グ機能の発揮を 通じ 、 ラ ン ク アッ プを 推進 

 

 

3. 法令遵守 

○「 法令等遵守」 を 経営の最重要課題の一つと 位置付け、 頭取を 委員長と し 取締役

を 中心に構成する 「 コ ン プラ イ アン ス委員会」 を 最低月１ 回開催し 、 コ ン プラ イ

アン ス事案の審議や再発防止策を 検討 

 

4. 経営に関する 評価の客観性の確保 

○任意の諮問機関と し て指名委員会及び報酬委員会を 設置。 取締役候補者の選定や

取締役の報酬等に関し 、 社外取締役の関与や助言の機会を 確保するこ と で経営に

関する 客観性を 確保 

 

5. 情報開示の充実 

○ディ スク ロ ージャ ー誌、 ホームページ、 プレ スリ リ ース等において積極的に開示 

 

6. 持株会社における責任ある 経営管理体制の確立 

 〇３ ３ Ｆ Ｇ は第三銀行（ 子会社） の議決権 100％保有の完全親会社と し て、 子会社

の経営管理を 担当する役員を 配置 

 

 
1. 監査又は監督体制の強化 

○取締役５ 名（ う ち 社外取締役４ 名） の監査等委員で構成さ れる 監査等委員会設置

会社。 監査等委員の社外取締役は、 会社法上の権限（ 業務監査権限、 経営評価権

限等） を 有し 、 業務執行者に対する 監査・ 監督機能を 発揮 

 〇業務執行に関する 重要事項の決定、 業務全般の統制・ 管理を 行う 「 経営会議」 に

おいて経営強化計画の進捗管理を 四半期毎に実施し 、 諸施策の実効性を 確保 

 

2. リ スク 管理 

○経営会議構成員で構成し 頭取を 議長と する「 リ スク 管理経営会議」 を 毎月１ 回及

び必要が生じ た場合に開催し 、 リ スク 管理に係る 状況把握、 重要事項の決定、 業

務全般の統制・ 管理を 実施 

○外部機関と の連携によ る 多角的な経営改善支援や事業再生支援の強化を 通じ 地

取引先のラ ンク アッ プを図る  

 

3. 法令遵守 

○「 コ ン プラ イ アン ス」 を 経営の最重要課題の一つと 位置付け、 経営会議構成員で

構成し 頭取を議長と する「 コ ン プラ イ アン ス経営会議」 を 毎月１ 回及び必要が生

じ た場合に開催し 、 コ ンプラ イ アン ス全般に亘る 統制・ 管理を 実施 

 

4. 経営に関する 評価の客観性の確保 

○諮問機関と し て指名委員会、 取締役会の内部機関と し て報酬委員会を 設置。 両委

員会と も 代表取締役２ 名及び社外取締役４ 名で構成さ れ、社外取締役が過半を 占

めるこ と で、 経営に関する 客観性を 確保 

 

5. 情報開示の充実 

○ディ スク ロージャ ー誌、 ホームページ、 プレ スリ リ ース等において積極的に開示 

 

6. 持株会社における責任ある 経営管理体制の確立 

 〇３ ３ Ｆ Ｇ は三十三銀行（ 子会社） の議決権 100％保有の完全親会社と し て、 子会

社の経営管理を 担当する役員を 配置 
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7. 責任ある経営体制の確立に関する 事項【 みちのく 銀行】  

旧 計 画 
 

新 計 画 

1. 監査又は監督体制の強化 

○取締役４ 名（ う ち 社外取締役３ 名） から 構成さ れる 監査等委員会が、 取締役及び

執行役員の職務執行にかかる 監査・ 監督を 実施 

○頭取が委員長を 務める収益・ Ａ Ｌ Ｍ委員会及び営業戦略部会（ 収益・ Ａ Ｌ Ｍ委員

会の下部機関で担当役員・ 部長で構成） において、 月次で経営強化計画の進捗状

況を 管理し ているほか、 四半期毎に取締役会に対し て履行状況を 報告 

 

2. リ スク 管理 

○年度毎に「 リ スク 管理方針」 及び実践計画である「 リ スク 管理プログラ ム」 を 策

定し 、 リ スク 管理の高度化に向けて継続的に取り 組む。 当該プロ グラ ムの進捗状

況については、 半期毎に経営会議（ 代表取締役及び本部役付執行役員で構成）、 取

締役会へ報告 

○信用リ スク について、 与信集中リ スク の観点から 、「 格付別投融資限度額」「 業種

管理方針」「 対外投融資限度額」 を定め、 モニタ リ ング結果を「 収益、 Ａ Ｌ Ｍ委員

会」 に報告 

 

 

3. 法令遵守 

○「 法令等遵守」 を 経営の最重要事項と 位置づけ、 部店長会議や役員によ る コ ン プ

ラ イ アンスセミ ナー、 各種研修などを 通じ て、 全職員へ周知徹底を 図る 

〇法令遵守体制の強化・ 改善並びに実効性向上のため、年度毎にコ ン プラ イ アン ス・

プロ グラ ムを 策定し 、 その進捗状況について四半期ごと にコ ン プラ イ アン ス委員

会へ報告すると と も に、 経営会議・ 取締役会に報告 

 

4. 経営に関する 評価の客観性の確保 

 〇「 サク セッ ショ ン プラ ン 」 によ り 役員登用プロ セスを 明示する と と も に、 役員候

補者に第三者評価を 行い、 当該評価結果を、 過半数を社外取締役で構成する「 指

名・ 報酬検討会議」 で協議を 行う 等、 役員登用の透明性を 確保 

 ○会社経営者、 弁護士、 公認会計士、 上場会社役員歴任者、 金融機関出身者の社外

取締役による多様な知見、 専門性を 取締役会へ反映し 、 経営の客観性・ 透明性を

確保 

 

5. 情報開示の充実 

○半期ごと の決算記者会見のほか、 東京での機関投資家向けＩ Ｒ と 主要な営業地域

での個人投資家向けＩ Ｒ を開催。 また、 定期的な取引先と の情報交換の場で経営

状況を 紹介 

 〇Ｈ 30 年５ 月によ り ホームページを リ ニュ ーアルし 、 財務情報、 Ｃ Ｓ Ｒ 活動等の投

資家向けの情報を 充実 

 
1. 監査又は監督体制の強化 

〇取締役４ 名（ う ち 社外取締役３ 名） から 構成さ れる 監査等委員会が、 取締役及び

執行役員の職務執行にかかる 監査・ 監督を 実施 

〇経営会議及び収益・ Ａ Ｌ Ｍ委員会において、 月次で経営強化計画の進捗状況を 管

理し ている ほか、 四半期毎に取締役会に対し て履行状況を 報告 

 

 
2. リ スク 管理 

 ○Ｈ 31 年４ 月に新設し たリ スク マネジメ ン ト 部が統合的リ スク 管理を 統括する こ

と により 、 管理体制を 強化 

○年度毎に「 リ スク 管理方針」 及び実践計画である「 統合的リ スク 管理プロ グラ ム」

を 策定し 、 リ スク 管理の高度化に向けて継続的に取り 組む。 当該プログラ ムの進

捗状況については、 半期毎に経営会議、 取締役会へ報告 

 ○信用リ スク について、特に業況注視が必要な先は、営業店と 地区本部が連携し て

実態把握等を 行う と と も に、限度額超過先を 含めた大口与信先については、役員

ミ ーティ ン グにより 具体的な取組み方針等を 協議し 改善に向けた活動を 継続 

 

3. 法令遵守 

 ○「 法令等遵守」 を 経営の最重要事項と 位置づけ、 部店長会議や役員による コ ンプ

ラ イ アン スセミ ナー、 各種研修などを通じ て、 全職員へ周知徹底を図る  

〇法令遵守体制の強化・ 改善並びに実効性向上のため、 年度毎にコ ン プ ラ イ アン

ス・ プロ グラ ムを 策定し 、 その進捗状況について四半期ごと にコ ン プラ イ アンス

委員会へ報告する と と も に、 経営会議・ 取締役会に報告 

 

4. 経営に関する 評価の客観性の確保 

 〇「 サク セッ ショ ン プラ ン 」 によ り 役員登用プロセスを 明示する と と も に、 役員候

補者に第三者評価を 行い、 当該評価結果を 、 過半数を 社外取締役で構成する「 指

名・ 報酬検討会議」 で協議を 行う 等、 役員登用の透明性を確保 

 ○会社経営者、 弁護士、 公認会計士、 上場会社役員歴任者、 金融機関出身者の社外

取締役によ る多様な知見、 専門性を 取締役会へ反映し 、 経営の客観性・ 透明性を

確保 

 

5. 情報開示の充実 

 ○半期ごと の決算記者会見のほか、 東京での機関投資家向けＩ Ｒ（ ※） と 主要な営

業地域での個人投資家向けＩ Ｒ を 開催。また、定期的な取引先と の情報交換の場

で経営状況を 紹介 

※Ｒ ３ 年度は新型コ ロ ナウイ ルス感染拡大防止のため、テレ フ ォ ンカ ン フ ァ レン ス

にて開催 
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7. 責任ある経営体制の確立に関する 事項【 東和銀行】  

旧 計 画 
 

新 計 画 

1. 監査又は監督体制の強化 

○社外取締役２ 名、 社外監査役２ 名によ る 客観性・ 透明性の確保と 取締役会によ る

業務執行に対する牽制機能の発揮 

○社外役員のみの会議体の新設及び社外役員と 本部各部・ 営業店と の面談実施によ

る コ ミ ュ ニケーショ ン 強化 

 

2. リ スク 管理 

○統合的リ スク 管理について、 リ スク 管理基本方針の制定及びよ り 多く の複合シナ

リ オに基づく 統合スト レ ステスト の高度化 

○信用リ スク について、 大口与信先の実態把握の徹底と 管理強化及び有価証券を 含

めた信用リ スク 量全体の計測の精緻化、 管理態勢の見直し ・ 強化 

○市場リ スク について、 Ｉ Ｒ Ｒ Ｂ Ｂ 規制に向けた計測態勢の整備と ポート フ ォ リ オ

戦略の見直し 及び収益シミ ュ レ ーショ ン の高度化 

 

3. 法令遵守 

○コ ン プ ラ イ アン ス重視の企業風土の醸成及び反社会的勢力の排除の徹底 

○マネーロン ダリ ン グ及びテロ資金供与対策に関する 態勢整備・ 管理態勢の強化 

 

4. 経営に関する 評価の客観性の確保 

○社外取締役等で構成する 独立し た諮問委員会を 設置し 、取締役の選解任を 発議し 、

弁護士等の外部有識者で構成する 外部評価委員会（ Ｈ 19 年 11 月設置） が諮問委

員会の発議を 評価し 、 最終的に取締役会が決定する 仕組みと する  

○外部評価委員会は、 こ れまで通り 取締役会における 意思決定の妥当性や、 経営強

化計画の進捗状況等についての確認・ 評価を 行い、 経営の客観性、 透明性を 確保 

 

 

5. 情報開示の充実 

○迅速かつ正確な四半期情報の開示及び地域経済活性化に向けた取組状況の公表 

 

 
1. 監査又は監督体制の強化 

○社外取締役３ 名、 社外監査役２ 名によ る 客観性・ 透明性の確保と 取締役会によ る

業務執行に対する 牽制機能の発揮 

○監査部による マネジメ ント 監査により 、ビ ジネスモデルや営業施策が営業店へ浸

透・ 実践さ れている か定期的に確認し 、 現場起点のＰ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルを 構築 

 

2. リ スク 管理 

○統合的リ スク 管理について、 より 多く の複合シナリ オに基づき 、 統合スト レステ

スト の多様化及び行内リ スク ・ コ ミ ュ ニケーショ ン の活発化 

○信用リ スク について、大口与信先の実態把握の徹底と 管理強化及び有価証券を 含

めた信用リ スク 量全体の計測の精緻化、 管理態勢の見直し ・ 強化 

○市場リ スク について、運用の多様化に適時適切に対応し たリ スク 管理態勢の強化 

 

 

3. 法令遵守 

○コ ンプラ イ アンス重視の企業風土の醸成及び反社会的勢力の排除の徹底 

○マネーロ ンダリ ン グ及びテロ 資金供与対策に関する管理態勢の強化 

 

4. 経営に関する 評価の客観性の確保 

○外部評価委員会（ 弁護士等の外部有識者で構成） は、 こ れまで通り 取締役会にお

ける意思決定の妥当性や、 経営強化計画の進捗状況等についての確認・ 評価を 行

い、 経営の客観性、 透明性を 確保 

○指名報酬委員会（ 代表取締役、 社外取締役で構成） は、 こ れまで通り 取締役、 執

行役員の指名・ 報酬等に関する手続き の公正性・ 透明性・ 客観性を 確保し 、 外部

評価委員会の評価を 得た上で、 取締役会に対し て引き 続き 助言・ 提言を 実施 

 

5. 情報開示の充実 

○迅速かつ正確な四半期情報の開示及び地域経済活性化に向けた取組状況の公表 
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7. 責任ある経営体制の確立に関する 事項【 高知銀行】  

旧 計 画 
 

新 計 画 

1. 監査又は監督体制の強化 

○取締役会はガバナン スに関する 審議に重点を置き 、 経営会議は主な業務執行に関

する 審議を 行う 機関と し て、 それぞれの役割を よ り 明確化 

○社外取締役を １ 名増加し 、 ３ 名（ 弁護士、 元高知県庁、 元県保証協会） と し た。

また、 監査役４ 名のう ち 社外監査役は３ 名 

 

2. リ スク 管理 

○統合的リ スク 管理については、 銀行全体のリ スク 量を 一定範囲内に収め、 経営の

健全性を 確保するこ と を 目的と し て、 リ スク カ テゴリ ー別に資本配賦を実施 

○信用リ スク 管理については、 取引先の実態把握、 経営改善や事業再生に向けた指

導や支援により 、 ラ ン ク アッ プの推進やラ ン ク ダウン の防止に取り 組む 

○市場リ スク 管理については、 市場金融部を 運用部門である 「 市場運用室」 と リ ス

ク 管理部門である 「 市場事務室」 に分離し 、 相互牽制機能を 確保する と と も に、

リ スク 統括部署やリ スク 管理委員会において、 リ スク の見積り など管理の適切性

について検証 

 

 

 

3. 法令遵守 

○健全かつ適切な業務運営を 行っ ていく う えでコ ンプラ イ アンスは最も 重要である

と の認識のも と 、 態勢の充実およ び強化に取り 組む 

 

4. 経営に関する 評価の客観性の確保 

○経営に対する 評価の客観性を確保する ため、 社外の有識者等第三者 3 名で構成す

る 「 経営評価委員会」 を 半年毎に開催 

 

5. 情報開示の充実 

○東証二部へ上場以降、 高知県内各地で会社説明会を 開催 

○地方公共団体や高等教育機関等と の連携による 地方創生、 地域貢献活動などを 通

じ た地域の活性化への取組みについても 情報発信 

 

 
1. 監査又は監督体制の強化 

○取締役８ 名のう ち 社外取締役は３ 名（ 弁護士、 元高知県庁、 元大手行）。 また、

監査役４ 名のう ち 社外監査役は３ 名 

○取締役等の指名・ 報酬等に関する 手続き の公正性・ 透明性・ 客観性を 強化する た

め、 独立社外取締役が委員長を 務める 「 指名報酬委員会」 を 設置 

 

2. リ スク 管理 

○統合的リ スク 管理については、 銀行全体のリ スク 量を 一定範囲内に収め、 経営の

健全性を 確保する こ と を目的と し て、 リ スク カ テゴリ ー別に資本配賦を 実施 

○信用リ スク 管理については、 取引先の実態把握、 経営改善や事業再生に向けた指

導や支援により 、 ラ ン ク アッ プの推進やラ ン ク ダウンの防止に取り 組む。 また、

将来の信用リ スク への対応等のため 、 経営改善計画を 策定し ている 要注意先の

引当金見積り 方法を 変更 

○市場リ スク 管理については、 市場金融部を運用部門である「 市場運用室」 と リ ス

ク 管理部門である 「 市場事務室」 に分離し 、 相互牽制機能を 確保する と と も に、

リ スク 統括部署やリ スク 管理委員会において、リ スク の見積り など管理の適切性

について検証 

 

3. 法令遵守 

○健全かつ適切な業務運営を 行っ ていく う えでコ ン プ ラ イ ア ン ス は最も 重要であ

る と の認識のも と 、 態勢の一層の充実に取り 組む 

 

4. 経営に関する 評価の客観性の確保 

○経営に対する 評価の客観性を 確保する ため、 社外の有識者等第三者 3 名で構成

する「 経営評価委員会」 を 半年毎に開催 

 

5. 情報開示の充実 

○東証二部へ上場以降、 高知県内各地で会社説明会を 開催 

○地方公共団体や高等教育機関等と の連携によ る 地方創生、地域貢献活動などを 通

じ た地域の活性化への取組みについても 情報発信 
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7. 責任ある経営体制の確立に関する 事項【 宮崎太陽銀行】  

旧 計 画 
 

新 計 画 

1. 監査又は監督体制の強化 

○社外監査役２ 名（ 弁護士及び大学教授） を 含む監査役会や会計監査人と の連携を

強化 

 

 

 

 

2. リ スク 管理 

○統合リ スク 管理について、 各リ スク に対する資本配賦を 行い、 各リ スク 量が配賦

資本額の範囲内に収まっ ているこ と を 確認。 また、 スト レ ステスト によ る 評価を

実施 

 

 

 

 

3. 法令遵守 

○法令等遵守態勢の確立を 経営の最重要課題の一つと し て位置づけ、 頭取以下全取

締役で構成する「 コ ン プラ イ アン ス委員会」、及びその下部組織と し て本部各部長

で構成する「 コ ン プラ イ アン ス部会」 において、 法令等遵守の徹底と 健全かつ公

正な業務執行が行われている か検証 

 

4. 経営に関する 評価の客観性の確保 

○外部有識者（ 行政、 事業者支援等の経験者） で構成し た経営評価委員会を 開催。

同委員会において、 当行の経営方針や経営戦略及び経営強化計画の履行状況等に

関する 評価や助言を 受け、 こ れを 反映するこ と によ っ て当行の経営の客観性・ 透

明性を 向上 

 

5. 情報開示の充実 

○迅速かつ正確な四半期情報開示を 継続 

 

 
1. 監査又は監督体制の強化 

○Ｒ 元年６ 月、 監査役会設置会社から 監査等委員会設置会社へ移行。 監査等委員４

名のう ち ３ 名（ 弁護士、 民間企業経営者、 大学教授） を 社外監査等委員と し 、 取

締役会への監督機能を 強化 

○Ｒ ２ 年１ 月、 指名報酬委員会を 設置し 、 取締役会の選任および報酬等の決定に関

する手続き の公正性・ 透明性・ 客観性を 強化 

 

2. リ スク 管理 

○統合リ スク 管理について、 各リ スク に対する資本配賦を 行い、 各リ スク 量が配賦

資本額の範囲内に収まっ ている こ と を 確認。 また、 スト レ ステ スト によ る評価を

実施 

○債務者に対する事業支援に注力し 、 コ ロ ナ禍における 信用コ スト の急増を 抑制 

○市場環境急変時において、 アク ショ ン プラ ンを 確実に実行し 、 有価証券運用にか

かる損失拡大を 防止 

 

3. 法令遵守 

○法令等遵守態勢の確立を 経営の最重要課題の一つと し て位置づけ、頭取以下全取

締役で構成する「 コ ン プラ イ アン ス委員会」、 及びその下部組織と し て本部各部

長で構成する「 コ ン プラ イ アンス部会」 において、 法令等遵守の徹底と 健全かつ

公正な業務執行が行われている か検証 

 

4. 経営に関する 評価の客観性の確保 

○外部有識者（ 行政、事業者支援等の経験者） で構成さ れた経営評価委員会を 開催。

同委員会において、当行の経営方針や経営戦略及び経営強化計画の履行状況等に

関する 評価や助言を 受け、 こ れを 反映する こ と によっ て当行の経営の客観性・ 透

明性を 向上 

 

5. 情報開示の充実 

○迅速かつ正確な四半期情報開示を 継続 
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本店所在地

代表者

計画実施期間

（金額単位：億円）

店舗数／職員数

預金（末残）　

貸出金（末残）

純資産額 （うち資本金）

その他有価証券評価差額金

不良債権比率

（金額単位：億円）

業務粗利益

資金利益

役務取引等利益

債券関係損益

経費

コア業務純益

与信関連費用

株式等関係損益

当期純利益

利益剰余金

8    

2    

66    

0

3.90%

56    

56    

1    

0    

R３年３月末

８．地域銀行（資金交付制度）の概要

「資金交付制度」活用

自己資本比率 

渡邉　健雄

R３年３月末

39店/414名

4,367億円/〈99位/101行中〉

3,131億円/〈98位/101行中〉

8.12%

53    

3    

▲ 5    

福邦銀行

福井県福井市

R ３.10月～R ９.３月

206（73）

 1 24



 

9.経営基盤の強化のための措置の実施を通じた基盤的金融サービスの提供の維持及び地域経済の活性化に資する方策等【福邦銀行】 

１．基盤的金融サービスの提供状況及び今後の課題  

（1）基盤的金融サービスの提供状況 

○福井県内の貸出金シェアは 9.3％（福井県内に本店がある金融

機関の中で３番目のシェア） 

○福井県内の貸出先数シェアは 9.5％。従業員 10 名未満の事業

所数が全体の約７割を占めるなど、比較的規模の小さい事業

者に基盤的金融サービスを提供 

（2）これまでの基盤的金融サービス利益の状況 

○勘定系システムの更改等により物件費が増加する中、与信費

用は倒産件数の減少から戻入が続き、収益としてはやや増加

していたものの、2020 年３月期以降は、新型コロナウイルス

感染症拡大により与信費用が増加し、直近２年で基盤的金融

サービス利益は大きく低下し、赤字が継続 

（3）福井県の現状と将来推計 

 ○福井県の人口は、2000 年の 82.9 万人をピークに、2040 年に

は 64.7 万人まで減少する見通し。また、当行の主たる取引先

である従業員 10 名未満の事業所数も減少する見通し 

（4）基盤的金融サービスの提供に関する課題 

 ○将来における福井県の生産年齢人口の減少や従業員規模 10

名未満の事業所数の減少からも、営業基盤の縮小が想定され、

銀行全体の収益悪化を招き、これまで維持してきた基盤的金

融サービスの縮小が生じる可能性 

２．経営基盤の強化のための措置の実施を通じた基盤的金融サー

ビスの提供の維持 

（1）実施しようとする組織再編成等 

○地域の持続的発展に寄与していくため、両行の連携・協働を

目的として、「地域経済の発展に向けた包括提携（Ｆプロジェ

クト）」を開始し、2021 年５月には資本業務提携契約を締結。

2021 年 10 月には、福井銀行の連結子会社化となる予定 

○「１グループ・２ブランド」の方針の下、本業に関する部門

（融資やコンサルティング、預金、金融資産形成等）は両行

独立（２ブランド）としつつ、それ以外の部門は両行連携に

よる業務の共同化・共通化を図る（１グループ） 

（2）経営基盤の強化のための措置の内容及び効果 

①システム改修 

 (ⅰ) 両行共通の勘定系システムへの更改等 

 (ⅱ) 情報系システムの共同利用・クラウド化 

②機器・装置の導入 

 (ⅰ) 営業店窓口端末の共通タブレットへの移行 

 (ⅱ) 共同ＡＴＭ等の開発等 

③店舗統廃合及び業務効率化 

 (ⅰ) 有人店舗の統廃合、空き店舗の売却・賃貸等 

 (ⅱ) 本部機能の統合、営業部門の集約・強化 

○上記施策を実施することにより、基盤的金融サービス収益が

10 億円以上改善する見込み。なお、資金交付額は 14 億円の

予定 

（3）経営基盤の強化のための措置の実施による基盤的金融サー

ビスの提供の維持 

○経営基盤強化措置を実施することにより、基盤的金融サービ

ス利益は 2021 年３月期の▲16.0 億円を底として、2027 年３

月期は▲5.7 億円と改善。コア業務純益も 2021 年３月期の

0.1億円から2027年３月期は5.9億円まで改善する見通しで

あり、基盤的金融サービスの提供の維持が可能となるよう収

益が改善する見通し 

  

３．中小規模の事業者に対する金融の円滑化その他の計画実施地

域における経済の活性化に資する方策 

（1）中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化のための方策 

 ① 事業者の実態把握の下、債務者区分下位先への応援資金

の実行、担保・保証に過度に依存しない融資の促進 

 ② 北陸新幹線延伸を機会とした再開発事業等の需要に対す

る福井銀行との協調融資等の積極的な実施 

 

（2）その他地域経済の活性化に資する方策 

 ① 創業やコロナ禍における各種補助金の申請サポート 

 ② 「ふくほうトップラインサポート」による販路開拓支援 

 ③ 「Fukuho Big Advance」による経営課題のトータルサポ

ート 

 ④ 福井銀行との人材派遣・人材紹介会社の共同運営 

 ⑤ 外部支援機関等との連携による抜本的な経営改善支援 

 ⑥ 産業基盤の喪失抑制のための事業承継・Ｍ＆Ａ支援 

４．実施計画の適切な実施を図るために必要な経

営体制の確立等 

（1）経営管理態勢 

○業務執行の監督体制は、2020 年６月以降、客

観的で幅広い視野に立った協議を行うため、

外部から登用した取締役を１名増加するな

ど、経営管理の向上を図っている 

○実施計画に掲げる施策は、「Ｆプロジェクト推

進委員会」で進捗管理を行い、計画との乖離

が生じた場合に、実現性の高い打開策等を講

じることが可能な態勢を構築 

 

（2）リスク管理態勢 

○「統合的リスク管理方針」に基づき、リスク

を総体的に捉え、適切に管理し、業務の健全

性及び適切性を確保。具体的には、信用と市

場リスクについてストレステストを実施する

ほか、リスク・リターン戦略等の妥当性を検

証するなど、資本の効率性や収益性の向上に

つながる態勢を構築 

 

（3）情報開示 

○店舗統廃合等により金融サービスに変更が生

じる場合は、変更内容の掲示やホームページ

による案内などにより情報提供を確実に実施 

 

（4）システムの適切な導入・運営等 

○システム等の導入・運営に当たっては、「Ｆプ

ロジェクト推進委員会」や両行の経営会議等

で決議するほか、システムリスク管理規定に

基づき適切な管理体制を構築し、厳正な管

理・運営体制を構築 

○「経費予算に関する規定」に基づき、資金交

付を受けて実施する経営基盤強化措置を含め

て、適切な執行・支出管理体制を構築。更に、

監査室による監査を通じて、経費予算の適正

な執行を確保 


